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英国調査の目的：地域内資源循環（食・エネル
ギー）、地域経済循環を中心とした地域・農村再
生政策、ソーシャルエコノミー推進政策や取組の
実践

２月19日
（木）

エセックス大学Jules Pretty教授Deputy Vice-Chancellor and Professor of Environment & Societyとの農村
環境政策意見交換

ロンドン大学講師のRichard Wiltshireと農村環境政策意見交換
２ 月 20 日
（金）

・ニューエコノミクスファウンデーションElizabeth Cox氏との地域経済政策意見交換
・NESTA PeterBaeck氏との意見交換
・Sustain （the alliance for better food and farming ）Mr Ben Reynolds氏Mr Alex Jackson氏との意見交換

２月21日
(土)

元バーミンガム大学アジア研究所の小山先生と地域再生政策について意見交換

２月22日
（日）

前ブリストル市役所ソーシャルエコノミー担当のTed Fowler氏と地域再生政策、ソーシャルエコノミー政策
意見交換

２月23日
（月）

オックスフォード大学Environmental Change Instituteとの意見交換
MSc Environmental Change and ManagementプログラムコーディネーターThormas Thorton氏
気候変動研究チーム Rachel James氏との意見交換
食の研究チーム John Ingram氏Prof Mike Hamm氏との意見交換

http://www.fshn.msu.edu/directory/michael_hamm


英国の地域再生政策の変遷
年代 政権 政策の方向性 政策例

1979-1990 サッチャー政権 福祉国家モデルの解体－自治
体機能の縮小
－民営化と規制緩和

－市民の自立とエンタープライズ
－公共サービスの外注と競争入札（VFM）
実験の時代－グラウンドワーク

1990-1997 メイジャー政権 地域再生への重点化
パートナーシップの活用
地域分権と政策連携

プロジェクト（競争入札）方式（City Challenge  1991／
SRB 1994）
宝くじ基金の設置（1994）

1997-2010 ブレア政権（ブラ
ウン政権）

貧困／社会的排除／地域間不
平等問題へのコミットメント
Modernising Government
アジェンダ（Third Way／Best 
Value／Stakeholders）
サードセクターの強化

パートナーシップ方式のMainstream化と「政策ター
ゲット」の導入
－Local Strategic Partnership／Local Area Agreement

CIC（社会的企業の法人格）：2005年

2010- 連立政権 極度の緊縮財政

経済振興を最優先（貧困や地域
間不平等などは無視）
Big Societyの考え方（Office for 
Civil Societyの設置）

コミュニティ分権（Localism Act 2011年）
社会的企業への支援（Social Values Act 2012年）

小山氏資料をもとに作成



英国における地域再生の取組・政策で重視
されていること

• 地域資源の活用、循環 （食、エネルギー、水、自然資源）

• 地域内での地域経済循環の確保

• 環境、福祉・健康、経済、地域作り、社会的排除の克服等の統合的推進

• 緊縮財政の中で、少ない資金で最大限の効果を得るため、取組の端緒への支援ではなく、成果

への評価に転換。

• モデル作りを行い、それを全国に展開することよりも、地域独自の取組を支援させ、その経験を
もとにシステムや制度を変えていくことへの重点化

• より効果的な政策の“デザイン”“設計”の重要性

• 社会的活動への民間資金の最大限の活用（ソーシャルファンド）

・協働の重要性、協働の概念の時代による変遷



協働の概念の進展・変遷

• 「パートナーシップ」

サッチャー政権：政府と民間企業との連携（自治体機能の縮小）

メイジャー・ブレア政権：行政、企業、民間団体、市民の参画する
プラットフォームの構築、市民のニーズに基づく事業の構築

・「コープロダクション」の重視

アメリカの社会学者Neil Goodwinが提案。ＮEFとNesta（NESTA）は10年以上、”co-
production”についての共同研究を実施。

→課題解決策を市民と共に設計し、実施すること。専門家が設計するこれまでの
公共サービスを代替するもの。コープロダクションは、市民が公的資金に依存す
るのではなく、メインストリームの社会で活躍できるように促すことのできる専門家

の参画を得て行われる。
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地域・コミュニティ

図の出典：New Economics Foundation

資源 ・地域の商店、建設業、製造業、農林業
者、行政、病院、学校、市民等の多様な
関係者が参加するワークショップを開催。

・自らの活動におけるお金の支出先を
マップ上に整理し、地域のお金の流れの
概略を整理。

・地域外に多く漏れている支出項目につ
いて、どのようにすれば、地域内で循環
させる方策を参加者で意見交換をする。

New Economics Foundation の Plugging the LEAKS LM3 プロジェクト
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図の出典：New Economics Foundation

資金の２０％が循環する場合

New Economics Foundation の Plugging the LEAKS LM3 プロジェクト
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図の出典：New Economics Foundation

資金の８０％が循環する社会
New Economics Foundation の Plugging the LEAKS LM3 プロジェクト



８０％の資金が地域で循環する場合、１０ポンドの資金が50

ポンド（５倍）の価値＝Local Multiplier(地域経済循環の
相乗効果）となり、２０％しか循環しない場合は、１２．５ポン
ドの価値に過ぎない。

Enters Remains Enters Remains

10.00£  8.00£    10.00£  2.00£    

8.00£    6.40£    2.00£    0.40£    

6.40£    5.12£    0.40£    0.08£    

5.12£    4.10£    0.08£    …..

4.10£    3.28£    

3.28£    …..

Total 50.00£  Total 12.50£  

80% of money stays locally 20% of money stays locally

図の出典：New Economics Foundation

New Economics Foundation の Plugging the LEAKS LM3 プロジェクト



New Economics Foundation
Elizabeth Ｃｏｘ氏 との意見交換

2013年のEUのSocial Value Act（政府の調達や運用をよ

り効率的、効果的に行うために、社会活動を評価）を受
け、再び注目

Social Return on Investment（社会的費用対効果）の評
価ツールも開発

ＬＭ３=Local Multiplier 3 地域経済循環度を示す指標

地域に投入されたお金が地域内で活用されたお金（３ラ
ウンド分）/当初の地域内に投入されたお金

ＬＭ３は、政府（自治体）調達、食及び農業、社会的企
業、金融へのアクセス、社会保障 の取組評価に活用。

ＬＭ３のツール開発にあたっては、North
Norfolk,Knowsley 等複数の自治体や団体と協働実施。

現在は、North East地域など自治体職員等と協働しな
がら、指標を活用。



•英国のブリストルは、European Green Capital Award 2015を受賞。

• ブリストルを、住みよい街かつ、低炭素な都市にしていくための独立
した推進組織、The Bristol Green Capital Partnershipも、2014年に
Community Interest Companyとして設立され、これまでに培ってきた
ソーシャルエコノミーを基盤に、低炭素な取り組みも積極的に行われ
ている。

ＥＵのGreen Capital City ブリストル



新しい地域通貨 Bristol Pound



コルチェスターの街中で



Process

Sale

Restaurant・
Family

Food 

Waste

Fertilizer

Energy

Agricultural

Production 

Sustainable Food ～Local food～

Organic/Natural Farming
Less use of Agricultural 
Chemical 

How agricultural product 
distribute locally
(less food mile)
Local shops
Farmer’s market
Direct supply 

Do Schools, 
Hospitals,Hotels, 
Restaurants use local 
food?  

How can we process local 
food into products 
locally？

Reduction of food waste
How food waste is 
collected and recycled?

Food waste is recycled 
into  feed, fertilizer,energy

How abandoned land is 
reduced?



Sustain による 「持続可能な食を実現する都市」の認定

○サステイン:英国内の食と農業に関係する100の団体のアンブレラ団体

○サスティンが、ソイルアソシエーション（有機農産物の認証団体）、Food mattersと連携して、

英国の市町村での持続可能な食に向けて社会を変革する新しいモデルを構築するため、持続可能な食を実現 す
る都市の認定の仕組みを立ちあげ

○ 「持続可能な食を実現する都市」の認定要件
①横断的な関係者の主体が参画する「食」に係るパートナーシップ組織の構築
②政策の中への、健康で持続可能な食に関する視点を取り込み
③食の戦略の策定、実行計画の実施

○食の戦略にあたっては、以下の観点の取組を盛り込むことが必要
①市民に対して、健康的で持続可能な食を推進すること
②食の貧困の克服、食に起因する病気を克服し、健康な食へのアクセスを促すこと
③地域コミュニティの食に関する知識、スキル、資源を向上させ、プロジェクトを立ち上げること
④食の提供及び購入の仕組みを変革すること
⑤食品廃棄物及び食に係るエコロジカルフットプリントを削減すること



Sustain のメンバー団体等



○サステインでは、「持続可能な食」について、有機農産品等の環境に負荷の少ない農産品や地産地消
の推進、食品廃棄物のリサイクルといった農業、環境の観点だけでなく、食を通じた健康の増進、貧困問
題の解決、食に対する教育といった福祉の側面を強調

○持続可能な食を実現する都市の取組にあたっては、農業、環境、福祉、健康、教育、住宅、都市計画
等様々な行政の部署が連携して取組むことが求められる。

○持続可能な食を実現する都市の認定を受けている多くの都市で、健康や福祉に係る部署が中心と
なって取組を始めるケースが多い。

○「持続可能な食を実現する都市」の認定の仕組は、徐々に取組を進展させていくため取組のレベルに
応じて「ブロンズ」「シルバー」「ゴールド」の３段階の認定の仕組みになっている。

○現在、35の都市で取り組まれ、31の都市で準備中とのことであるが、「ゴールド」の認定を取得してい
る都市はまだない

Sustain による 「持続可能な食を実現する都市」の認定



オックスフォード大学ＥＣＩ における
食のシステム研究フレームワーク

（出典）http://www.eci.ox.ac.uk/research/food
/foodsystemsconcept.php

http://www.eci.ox.ac.uk/research/food


• （出典）http://www.eci.ox.ac.uk/research/food

• /foodsystemsconcept.php

http://www.eci.ox.ac.uk/research/food


エセックス大学 ジュレスプレティ教授
(エセックス大学vice Chancellor ）農村環境社会
学専門

最近の研究：持続可能な農業集約化に係る研究
（Sustainable agricultural intensification：環境への負

荷を削減しながら、自然資本や生態系サービスへの
より良い貢献を増加させ、同じ面積から得られる生
産量を増大させる
・手法：Utilising crop varieties 
livestock breeds with a high ratio of productivity to 
use of externally- and internally-derived inputs;
Avoiding the unnecessary use of external inputs;
Harnessing agro-ecological processes such as nutrient 
cycling, biological nitrogen fixation, allelopathy, 
predation and parasitism;



エセックス大学の中でのファーマーズマー
ケット



ブリストル市内のシティファーム



ロンドン市内のシティファーム



英国大手スーパー セインスベリーでの野
菜売り場



• ＮＥＳＴＡは、政府の外郭団体であったが、連日政権のもと独立したチャリ
ティ団体となり、地域の革新的なプロジェクトを支援する中間支援団体。

宝くじ資金等を活用して事業を展開。

• Coproductionをベースに、従来型の方法に代わる方法を設計（Design）し、
試行（test）し、様々な分野にまたがる取組を統一化（Unify）。

• その結果をprototypingし、その適用の規模的効果（scale-up）に着目した
報告書にまとめる。報告書では、政策立案者にもわかりやすい内容であ
ること、またevidence basedの成果提供（従来型の方法より、どれだけコス
トカットできるのか、という説明も重要）。

• また、重要な活動の一環として、一般市民を巻き込んだキャンペーンやイ
ベント（例えば、2年に1回大々的に行うFuture Fest）も行う（社会の注意を
ひきつけるため）。

• Nestaの活動には、デザイナー（組織外のデザイナー含む）の役割が重要。
現在世界的にも、政府が専属の「政策デザインチーム」を持つ傾向が見ら
れるようになっている。

地域と連携して社会革新を促す「ＮＥＳＴＡ」



・英国では、コミュニティエネルギー戦略を策定し、地域主導型の再生可能エネルギー事業を推進。

・地域コミュニティレベルでの、革新的な省エネ・再エネ等による低炭素化プロジェクトの褒賞・アウト
カム方式での支援

・２００８年、ＮＥＳＴＡの公募に対応し、３５５の団体より多様な低炭素化プロジェクトの提案が寄せら
れる：コミュニティの中でのイノベーションを刺激し、定量的な変化を達成することが可能な提案

・100の団体を選出し、ＮＥＳＴＡのBig Green Challenge teamが事業化にあたって支援。
・100の団体中、活動の成果を踏まえて、４団体に合計 百万ポンド（約2億円）の賞金を付与（３団体
に各３０万ポンド、１団体の１０万ポンド））

（参考）http://www.nesta.org.uk/project/big-green-challenge#sthash.Fowhigk5.dpuf

ＮＥＳＴＡ による Big Green Challenge :緊縮財政の中での新しい支援方策



ＥＵにおける建築の省エネ性能の掲示義務



ロンドンでのサイクリングシェアリング


